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民主主義の定着と民主化支援
― ルワンダとフィリピンの事例の比較検討から ―
杉浦功一
Democratic Consolidation and Democracy Support
Comparing and Examining the Cases of Rwanda and the Philippines
Koichi  SUGIURA
要旨
　本稿は、複数のアクター（国連、EU、アメリカ）による、複数の対象国（ルワンダ、フィリピン）へ
の民主化支援を比較・検討することで、①対象国の民主化の段階が異なる中で、各支援アクターはどのよ
うな判断・理由でどのような支援内容を決めたのか、②支援アクター及び支援内容の違いは対象国の民主
化にどのような効果の相違をもたらしたかを考察する。
キーワード： 民主主義の定着（democratic consolidation）、民主化支援（democracy support）、ルワンダ 
（Rwanda）、フィリピン（the Philippines）
１　はじめに
冷戦が終結し、1990年代を通じて「民主化の波」が続いた。確かに、2011年に中東で吹き荒れた「ア
ラブの春」に見られるように、民主化へ向けた動きは国際的にいまだ力強い。しかし、チュニジアやエジ
プトを含めて、体制移行後の民主主義の「定着」が大きな国際的課題となっている。その民主主義の定着
の実現には、移行期と同様、民主化の国際的側面の考慮が欠かせない。特に冷戦後に発達した民主化支援
は、民主化を取り巻く国際的状況に対応しつつ、各国の民主化に一定の役割を果たしてきたとされる。し
かしながら、事例の蓄積にもかかわらず、民主主義の定着で民主化支援が果たした役割を解き明かして一
般化する作業は限られている。そこで本稿では、民主主義の定着で民主化支援が果たしてきた役割につい
て、ルワンダとフィリピンの事例を検証・比較し、両者の関係の全容の一端を明らかにしたい。
本稿では、支援アクターとして、民主主義を外交の柱に位置付けてきたアメリカ政府、アプローチは異
なるもののやはり民主化支援に積極的な欧州連合（EU）、今世紀になり民主的ガバナンス支援に重点を置
くようになった国連を取り上げる。対象国としては、ルワンダ及びフィリピンを取り上げ、今世紀を中心
とした民主化の程度や政治情勢を踏まえて、各アクターが当該国の民主化を支援する根拠や、民主化支援
の内容及びその決定過程を検証する（民主化支援の「経路」の「決定段階」）1。そのうえで、実際の活動
と当該国の民主主義・民主化やガバナンスへの影響（同「実施・結果段階」）を明らかにする。複数のア
クターによる複数の対象国への民主化支援を比較・検討することで、①対象国の民主化の段階が異なる中
で、各支援アクターはどのような判断・理由でどのような支援内容を決めたのか、②支援アクター及び支
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援内容の違いは対象国の民主化にどのような効果の相違をもたらしたかを考察していく。それにより、暫
定的であるが、民主主義の定着、広くは民主化全体と、民主化支援の関係について一定の示唆を導きたい。
なお、本稿では民主化支援活動を、制裁から外交対話や技術援助まで含む広い概念として扱う2。また、
民主化の程度の客観的評価には困難が伴う。本稿では、民主化研究の議論を踏まえて、アメリカのNGO
のフリーダムハウスによる自由度指標、ポリティ研究プロジェクトの指標の経年変化、エコノミスト社の
研究機関（EIU）の民主主義指数を参照して対象国の民主化の程度を捉えたい3。さらに、民主化支援の民
主化への効果も検証し難いが、本稿では、選挙や人権の擁護、ガバナンスなど民主主義の移行・定着にとっ
て重要と思われる分野への支援に対する各アクターの自己評価を中心に、支援と効果の関係を把握する。
２　ルワンダの事例
1994年 4 月に、国連軍の目の前で再発し国民の 1 割（推計80万人）もの命を奪った内戦は、反政府ゲ
リラのルワンダ愛国戦線（RPF）の勝利によって幕を閉じ、RPF中心の政権が誕生した。その後、2003年
5 月に新憲法を問う国民投票が実施された。同憲法は政府の民主的なシステムを提供するものであるが、
同時に、ジェノサイドにつながりかねない民族主義イデオロギーの出現を抑えるため政党に制約を課して
いる4。同年の大統領選挙ではRPFの指導者のカガメが圧勝し、議会選挙でもRPFが得票率74％で大勝した。
10年には2度目の大統領選挙が実施されカガメが再選された。現在、行政改革や治安、経済発展での一定
の成果を上げる一方、治安の維持と国民の統合を根拠としたカガメ政権の強権化が懸念されている。フリー
ダムハウスは、過度の大統領の権限の強さと政党の活動への制約から、ルワンダを選挙民主主義（体制）
とは認めていない。自由度指標でも、04年度には03年の選挙の実施を受けて政治的権利のスコアが 7 か
ら 6 に改善したものの以後変化がなく、市民的自由のスコア（5）と合わせて「自由ではない」という評
価が継続している。ポリティの評価も、00年度から04年度にかけて－6から－3に改善したものの、11年
度に10年の大統領選挙への低評価のため－4に低下し、民主主義と権威主義の間の「アノクラシー」の状
態が続いている。11年度のEIUの民主主義指数でも136位に低迷している。他方、09年の世界銀行研究所
の世界ガバナンス指標（WGI）では、政治参加に関わる「民意とアカウンタビリティ」項目で評価が低い
が、腐敗の統制や政府の実効性ではその改善が評価された5。
2.1　国連のルワンダへの関与
＜関与の決定段階＞　1990年代以降のルワンダへの国連の関与は平和維持活動から始まった。96年3月
に国連ルワンダ支援団（UNAMIR）が終結すると、国連による関与は、安保理による平和維持に重点を置
いたものから、UNDPを中心とした開発援助へと切り替わっていく。民主化支援に関しては、武力で内戦
を制したRPFが実権を握る中で、民主化の主体よりも制度・構造的要因が注目されるようになり、かつ、
ルワンダ政府との協議と合意を踏まえた、開発援助の枠組みでの技術支援が中心となった。
UNDPは、1998年に最初の国別協力枠組み（CCF）1998-2001を策定して、ルワンダへの開発援助を
行うようになったが、それは紛争終結間もない中で緊急対応としての色彩が強いものであった6。対して、
2002年にはじまるCCF 2002-2006は、最初の「開発」志向の支援戦略であり、①グッド・ガバナンス、
②経済管理、③HIV/エイズの予防と統制の戦略的支援のプログラム分野が設定された。①のサブ目標には、
制度の強化と改革、地方分権と民主化（選挙過程への政策支援と技術支援、コミュニティ開発イニシアティ
ブなどへの政府の支援・調整能力の強化含む）、法の支配への支援、和解と平和構築が掲げられた7。
国連全体としては、2002年以降、ルワンダに対して国連開発援助枠組み（UNDAF）が作成されている。
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1999年に行われた共通国別評価（CCA）とルワンダ政府による貧困削減戦略文書（PRSP）及び長期構想
である「ビジョン2020」を踏まえて作成されたUNDAF 2002-2006では、①ガバナンスと正義、②HIV/
エイズとリプロダクティブ・ヘルス、③貧困層の生産能力の向上、④地域統合、⑤（武装解除と社会復帰
など）移行に関わる課題というテーマと、①人権、②ジェンダー、③開発のための情報とコミュニケーショ
ン技術といった分野横断的な問題が取り上げられた。そのうち、ガバナンスと正義のテーマでは、①公共
サービス提供における効率性やアカウンタビリティ、透明性のための国家制度の強化、②効果的な地方分
権と民主化、コミュニティ開発を可能にする環境、③経済開発と貧困削減を促進するためのマクロ経済運
営能力の向上、④人権を推進し擁護するための司法と法の支配、国家の能力の強化、⑤包括的で継続する
国家統合と和解を可能にする環境、⑥国家の災害管理能力の向上、という目標が追求された8。
2007年 7 月には、ルワンダ政府は、新しいPRSPであり、インフラや民間セクターの開発、経済成長
に重点を置いた「経済開発及び貧困削減戦略（EDPRS）2008-2012」を採択した。EDPRS及びビジョン
2020に整合するように、UNDAF 2008-2012がルワンダ政府との協議の上で策定された9。同UNDAF で
追求される「成果」（Result）は、①グッド・ガバナンスの向上と維持、②子ども及び母親の病気による
死亡率とHIV/エイズなど主な感染症の蔓延と影響を減らし、人口の増大を減速すること、③ルワンダの
すべての子どもが質の良い基礎教育と知識基盤経済のためのスキルを獲得すること、④環境、天然資源、
土地の管理が持続可能な形で改善されることである。そのうちガバナンスについては、①法の支配、②分
権化、アカウンタビリティ、透明性、③民主的ガバナンスへの参加、④ジェンダーの平等、⑤証拠に基
づく政策形成、という5つの「結果」（Outcome）の実現へ向けて、UNDPを中心に国連機関による支援が
行われる。UNDPもUNDAF 2008-2012に合わせて、国別プログラム文書（CPD）2008-2012を作成し、
UNDAFのガバナンスと環境の分野でリーダーシップをとることが想定された10。また、ルワンダは、07
年より始まった「一つとして提供する」（DaO）イニシアティブのパイロット国となっており、UNDAFも
DaOイニシアティブと強く結び付けられた形で実施されていく。
＜関与の実施段階と結果＞　CCF 1998-2001までの「緊急段階」では、UNDPはプロジェクトを直接支
援したが、CCF 2002-2006では、緊急段階を過ぎたとして、UNDPによる直接実施（DEX）から、原則
として政府が実施しUNDPはそれを支援する国家実施（NEX）へと切り替えが進んだ11。開発援助での国
家のオーナーシップを強調する2005年の援助の実効性に関するパリ宣言もその流れを後押しした。
支援の効果については、UNDP自身による開発実績評価（ADR）が、2000年から06年までのUNDPの
支援の適切さと開発への貢献を評価している12。同評価によると、民主的ガバナンスの促進について、ル
ワンダ政府による地方分権政策及び司法改革への支援は大変肯定的なインパクトを与えたと政府関係者は
みなしているという。また、03年の大統領・議会選挙及び06年の地方選挙へのUNDPの支援については、
選挙過程に参加した一部のパートナーから政党の関与への制約と選挙の技術的側面について懸念が表明さ
れたものの、どの選挙も全体としては公正であり透明であったという。また、UNDPの支援はルワンダに
おける民主主義の強化において重要、という国家選挙委員会の評価が紹介された。他方、UNDPの公的セ
クターの改革への支援の結果は、穏当なもの（modest）であり、多くの事例で技術の移転が十分でなく、
生み出されたアウトプットが持続可能な制度能力の向上につながっていない点が指摘された。総括として、
UNDPの貢献はルワンダ政府の利害関係者によって適切なものとみなされているものの、貢献の効果は戦
略的及び行政上の困難のために十分には結実していないとされた。
UNDAF 2008-2012の効果については、国連諸機関の統合的な支援を目指す「一つの国連」（One UN）
の年次報告書で各「成果」と「結果」の実現へ向けて実施されたプロジェクトが紹介され、ガバナンス
和洋女子大学紀要　第53集120
分野の成果に関してはおおむね肯定的に評価されている13。例えば、2010年の大統領選挙では、国連は、
国家選挙委員会への戦略的及び技術的支援、市民教育への技術的及び物質的支援、投票所の係員の訓練へ
の資金援助などを行い、同選挙は自由で公正で平和的な環境で行われた14。
＜小括＞　国連は開発援助の枠組みでルワンダに民主化に関する技術支援を行い、他方で外交的な働きか
けは欠けている。その効果については、技術援助を主に担うUNDP自身の評価では一定の成果を挙げてい
るとされるが、その評価はあくまでルワンダ政府関係者の声に基づいたものとなっている。
2.2　EUのルワンダへの関与
＜関与の決定段階＞　EUのルワンダへの支援は、基本的にアフリカ・カリブ・太平洋（ACP）諸国に対
する開発援助の枠組みに沿って実施されてきた。2000年からの第八次欧州開発基金（EDF）による援助
を機に、それまでの紛争後の救援と再建の段階から長期的な開発と貧困削減の段階へと移行していく。ル
ワンダ政府のPRSPに合わせる形で、EUは国別戦略ペーパー（CSP）2003-2007を策定し、協力の新しい
段階の始まりを示した。CSPで焦点となったセクターは農村開発と地域の連結性へ向けたインフラであり、
その他として法の支配やガバナンスのセクターが支援対象となった15。支援方法は、EUによる直接的な
プロジェクトの実施よりも予算支援が中心となった。続いて、07年 9 月のEDPRSに整合するように、CSP 
2008-2013が策定された16。EUによるルワンダへの協力の全体的な目標は貧困削減であり、CSP 2008-
2013で焦点となるセクターも引き続き地方開発とインフラである。焦点ではない分野にガバナンスや貿
易、地域統合、民間セクター開発が含まれる。グッド・ガバナンスの分野の目標は法の支配と民主主義の
定着である。CSP 2008-2013を具体化する国家指示プログラム（NIP）では、警察の設置の完了、人材
の能力強化による司法の定着、拘置所の拘留の改善、ICT面での国家選挙委員会の制度的能力の強化、議
員の能力構築、統合と和解過程の推進といった活動がガバナンス分野の支援として設定された。
ACP諸国に対する援助を定めたコトヌゥ協定に規定された「政治対話」は2004年に始まった。EUは、
政治対話に民主化、政治的多元主義、人権状況といった話題が含まれることを望んだ17。EUと政府の高官
レベルの話し合いは、ガチャチャ裁判（ジェノサイドの罪を裁くため通常の裁判と並行して地域で実施
された裁判）や死刑制度、ICTR、司法改革など多くの政治的にデリケートな問題について行われてきた。
ただし、メディアの自由や政治空間、人権の問題はジェノサイドの文脈で見られなければならず、そこで
の政治対話は単線的なものにはならないとして、EUは相手に配慮する姿勢を示した18。
また、EUは、ルワンダ政府の要請に基づき、2008年 9 月の議会選挙などに選挙監視団を送ったが、10
年の大統領選挙には監視団を送っていない。オランダをはじめとした一部の加盟国はEUに選挙監視団の
派遣を要求したが、08年のEUの監視団の勧告がその後の新選挙法に反映されており、また、カガメ大統
領のもとでルワンダは安定し現職の大勝の可能性が高く、かつ同じ年に16の選挙がアフリカで予定され
る中でルワンダの優先順位は低いという理由で、他の加盟国の賛同を得られなかった19。
＜関与の実施段階と結果＞　支援の結果について、EUの支援が主に予算支援であることから、ここでは、
CSPで設定された目標をルワンダ政府がEUの支援を受けつつ適切に実施したかどうかで判断したい。欧州
委員会による2004年のCSP 2003-2007の中間報告は、EUの選挙監視団（EOM）が大統領及び議会選挙
の選挙運動で妨害と訊問、逮捕が目立ったと報告したように、グッド・ガバナンスのセクターのターゲッ
トのうち選挙過程については満たされなかったとする。その選挙過程を含めグッド・ガバナンスに関する
ルワンダの全体的な実績は「不十分」と評価された20。また、多党制の民主主義への移行及び市民社会組
織の参加に関する政府のCSPでの義務のいくつかは、満足な形では満たされていないとする。例えば、「（民
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族）分断主義」を恐れるあまり、政府は、政府の立場から遠く離れている見解を持つ政党の発展を一切認
めなかった。この点は、広範な厳しい規制が残るメディアの自由についても当てはまるとされた。
2002から08年度までのルワンダ政府とEUの合同年次報告書では、焦点ではない分野である「ガバナン
ス、裁判、法の支配」について、2003年に完了した選挙支援に関する活動や、02年に始まった「法の支配、
国民和解、人権」プロジェクトの進捗・完了などが取り上げられた。法の支配プロジェクトでは、裁判官
の育成、ガチャチャ裁判を監督する国家人権委員会（NCHR）の活動、国家統一・和解委員会による活動
などに対し資金援助が行われたことが紹介された21。CSP 2008-2013のガバナンス分野の成果は、①政
治的・民主的ガバナンス（人権、基本的な自由と表現の自由、選挙過程、立憲民主主義の原理）、②政治
的ガバナンスと法の支配（司法と法の執行システム）、③腐敗の規制、④政府の実効性（制度的能力や公
共財政管理）、④経済ガバナンス、⑥対外的及び国内の安全保障、⑦社会的ガバナンスなどの分野ごとに
進捗が報告されることになっている22。08年度の合同の年次報告書では、その枠組みに沿ってガバナンス
分野の進捗を示す事例が列挙された23。また、コトヌゥ協定に基づくルワンダ政府との政治対話について
は、04年以降、政治対話は特に裁判分野（ガチャチャ、ICTR、死刑制度）関連の問題において成功して
きたとされる24。実際、ルワンダは07年 7 月に死刑制度を廃止している。
＜小括＞　EUによるルワンダへの民主化支援は、開発援助の枠での予算支援と、政治対話を組み合わせ
たものである。前者ではEUがルワンダ政府自身の戦略に合わせる一方で、後者ではEUの価値観がより反
映されている。その効果は、前者では自己評価でも芳しくなく、後者では具体的成果が生み出されている。
2.3　アメリカ政府のルワンダへの関与
＜関与の決定段階＞　2002年にUSAIDは、新しい支援戦略の作成に必要な情報を収集するため、ルワン
ダに対し民主主義・ガバナンス（DG）評価を実施した25。DG評価は、コンセンサス、法の支配、包摂、
競争、グッド・ガバナンスの5つの変数に沿って行われた。結果、ルワンダにおける民主主義への移行と
定着の最大の障害は、政治的討論を含む政治空間の範囲と内容に関する基本的な合意である「コンセンサ
ス」が十分形成されていないこと、また、自由で公正な選挙を含む「競争」の変数に関わる問題も深刻で
あることがわかった。しかしながら、長い歴史の上に積み重ねられてきたコンセンサスの問題は、支援プ
ログラムによって解決するには難しい。他方、民主的な競争の改善はコンセンサスの問題の解決にもつな
がる。加えて、市民教育が競争を高める基本的な手段である。そこで、DG評価では「ルワンダの市民がロー
カルなガバナンス構造に民主的にいっそう参加していくこと」という戦略目標の設定が提案された。また、
既に合意が存在する分野の上に積み重ねる形で、地方分権、市民社会の能力構築とアドボカシー、裁判の
分野（特にガチャチャ裁判）という関連した分野に支援プログラムの焦点を合わせることが提唱された。
その後、2003年にルワンダ統合戦略計画（ISP）2004-2009が作成された26。このISPの目的は、ルワ
ンダの経済成長の加速と厚生の改善であり、既に実施されている成功した社会的・経済的プログラムに
基づいて作られ、民主化の継続に必要な政治改革を支えるものとされた。しかし、先述のDG評価の提案
とは異なり、ISP 1997-1999（最終的に2004会計年度まで延長）と同様、①民主主義とガバナンス、②
HIV/エイズを含む保健、③食糧安全保障と農業を含む地方の経済成長戦略、の3つの戦略的分野に焦点が
合わされることとなった。ISPで提案されたプログラムは、ルワンダ政府がPRSPで設定した優先事項に整
合するものであり、関与の分野は、USAIDがこれまで成功し比較優位を有する分野であるという。
ISP 2004-2009では、新しい戦略目標（SO）として、市民参加の増大を通じたガバナンスの改善（SO5）、
HIV/エイズを含むコミュニティ保健サービスの利用増加（SO6）、農村地域における経済的機会の拡大
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（SO7）が設定された。それぞれ、3つの中間成果（IR）とその成果を測るための具体的な指標、そして
サブ中間成果が示される。SO5については、IRとして、対象となる地区での分権化政策の実施能力の強化
（IR 5.1）、市民集団の要求に対する国家レベルでの政府の応答性の向上（IR 5.2）、国民の和解のための機
会の増加（IR 5.3）が設定された。サブ中間成果として、IRごとに、分権化の実施のための中央及び地方
の行政機関の能力強化（IR 5.1.1）と地方レベルでの政策・意思決定過程への市民参加の拡大（IR 5.1.2）、
対象となる政府ユニットの諮問能力の増大（IR 5.2.1）と国家レベルでの市民の見解を代表する市民社会
の能力強化（IR 5.2.2）、裁判の提供の効率性と実効性の改善（IR 5.3.1）と多様な集団への支援と集団間
の交流（IR 5.3.2）が設定された。
アメリカ政府は、開発援助とは別に、「人権の実践についての国別報告書」で人権のカテゴリーごとに
各国の人権の現状を検証している。2010年度のルワンダに関する同報告書では、同年の大統領選挙につ
いて、選挙当日はおおむね平和的であったが、選挙に至るまでの期間に、手りゅう弾による攻撃や批判的
な反対派の声の抑圧、政党としての登録の不許可、野党に指導者の逮捕、野党の副党首や批判的なジャー
ナリストの殺害などが起きたことが指摘された27。ほかにも、10年度や11年度の同報告書では、市民的
自由及び政治的権利のカテゴリーで、不法な拘束、拷問、人々の失踪、言論や報道の自由の正当でない制
約（特に政権に批判的なジャーナリストへのハラスメント）、野党の登録の不許可や幹部の拘禁などを通
じた活動への妨害が繰り返し指摘されている。また、NGOとしての登録の難しさや政府による規制、国
際NGOから支援される国内NGOに対する政府の非難と妨害も取り上げられた28。08年から毎年公表され
る「自由と民主主義の推進に関する年次報告書」は、それら政治と人権の情勢分析を踏まえて、アメリカ
政府の民主主義の目標として、ガバナンスの改善、法の支配と人権への完全な尊重の確保、和解と紛争解
決の推進、ルワンダ及び地域における長期的な安定の増大をアメリカ政府の優先課題としている29。
＜関与の実施段階と結果＞　支援の実施と結果について、国務省とUSAIDによる2009会計年度のルワン
ダへの対外援助の実績報告書は、対外援助の目標として保健セクターがアメリカ政府の支配的な分野であ
ると断ったうえで、民主主義とガバナンスの分野で、アメリカ政府は、政党の組織的な専門能力の発展の
手助けや、地方政府や市民社会組織の能力向上、法の支配の強化、人権の擁護を追求しているとした30。
続いて、同報告書は、①人々への投資（保健セクターへの支援など）、②経済成長、③正当で民主的な統治、
④平和と安全保障のプログラム目標に沿って、アメリカ政府が2009会計年度に行った支援活動を列挙し
ている。③正当で民主的な統治の目標については、政党の競争力の向上や政党間の対話促進へ向けたワー
クショップの開催、デリケートな政治的話題について議論することでルワンダ国民の間の信頼構築を目指
す平和構築プロジェクト、地方政府と市民社会組織の能力強化を目指す保健ガバナンス分野のプロジェク
ト、法案の起草担当者への技術支援を通じた立法過程の強化への支援などの事例が列挙された。
先述の2008年度から10年度までの「自由と民主主義の推進に関する年次報告書」によると、アメリカ
政府は、上のUSAIDや国務省による援助に加えて、ルワンダに対して外交的な手段も展開してきたとい
う。アメリカは、ルワンダでの人権と民主主義の強力な支持者として、政府高官やNGO、国際機関とと
もに、人権侵害について懸念を表明してきた。そこでは、人権侵害の監視や報告、技術支援と訓練、組
織やNGO、市民社会の強化のためのプログラム、個々の懸念事例へのアメリカ高官の積極的な関与など、
広い範囲の外交手段を活用してきたとする。2007年にはルワンダ政府とともに人権問題についてのハイ
レベルなレビューを行っている31。しかし、これらのアメリカ政府による関与や支援がどの程度ルワンダ
の民主主義の定着に貢献しえたか、その効果についての直接的な評価は見受けられない。
＜小括＞　EU同様、アメリカも、開発援助での技術支援と、外交的な働きかけを組み合わせた民主化支援
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を実施してきた。しかし、両者の連携は乏しく、またルワンダの民主主義や人権に対する厳しい現状認識
がその援助戦略に十分反映されていない。支援の成果の自己評価はプロジェクトの列挙にとどまっている。
３　フィリピンの事例
フィリピンの政治と経済は、大土地所有者など少数のエリートによる支配体制としての「オリガーキー」
と、国家を支配する権力者が、その権力を使って自分と特別な関係にある人々に対し、特別な便宜、特別
な利益を与えることを意味する「クローニズム」によって歪められてきたという32。1986年の「ピープル・
パワー」による民主化の後は民主主義体制が続いているが、民主化から現在に至るまで、オリガーキーや
クローニズムの残滓が政治に残り、政治の不安定化と開発の遅れを招いている。選挙は、地方エリートが
用いる銃、私兵団、金の英語の頭文字である「3G」によって支配され、その暴力的な要素から「カシケ
民主主義」や「ボス民主主義」と揶揄されることもある。フィリピン政治は「エリート民主主義」の要素
が強く、有権者もまたパトロネージ、報酬、パーソナリティの「3P」によって投票する。他のアジア諸
国と対比しての国家の弱さもたびたび指摘される33。2001年 1 月、追放されたエストラーダ大統領の後
を受けて副大統領だったアロヨが大統領に就任した。04年5月の選挙ではアロヨが勝利を収め、10年 5
月の選挙では、ベニグノ・アキノがエストラーダ元大統領らを破っている。11年11月にはアロヨ前大統
領が07年の上院選挙に関連した選挙法違反で逮捕されている。それでも、フリーダムハウスによるとフィ
リピンは選挙民主主義であり、政治的権利も市民的自由もスコアは 3 で「部分的に自由」とされる。ポリ
ティによると、1987年の「－6」から88年に「＋8」の「民主主義体制」へ大きくスコアを改善して以降、
同じ数値を維持している。2011年度のEIUでは「不備のある民主主義」として167か国中75位である。
3.1　国連のフィリピンへの関与
＜関与の決定段階＞　国連のフィリピンへの民主化支援は、主に開発援助の枠組みを通じて行われてきた。
1998年に最初のUNDAFが作成され、戦略的協力分野として、①平等を伴う経済成長、②人間開発、人権、
人材開発、③環境と持続可能な開発、④ガバナンスと開発マネジメントが取り上げられた34。続くUNDAF 
2005-2009の優先分野は、根強い貧困とミンダナオの紛争、環境問題を受けて、①マクロ経済の安定と、
広い基盤を持ち平等な開発、②基本的な社会サービス、③グッド・ガバナンス、④環境の持続可能性、⑤
紛争予防と平和構築であった35。それぞれ目指す「結果」が設定され、③の分野では、2009年までにガ
バナンスの改革と実践が、中央政府と地方政府組織、市民社会組織、民間セクターにより、貧困削減、権
利の擁護、持続可能な人間開発、ジェンダー平等を推進するように制度化されることである。
現行のUNDAF 2012-2018年は、MDGsの達成状況、フィリピン開発計画 2011-2016で示される国家
の優先事項、政府と市民社会、開発パートナーとの話し合いをもとに作成された36。追求されるUNDAFの「結
果」は、①MDGsに焦点を合わせた、質の高い社会サービスへの普遍的なアクセス、②持続的で環境に配
慮した成長へ向けた適正で生産的な雇用、③民主的ガバナンス、④災害及び気候変動への強靭性である。
それぞれにサブ結果が設定され、③については、市民の参加と監視、清廉さとアカウンタビリティ、地方
の開発計画作成とマネジメント、紛争予防と平和構築、人口と発展、女性のエンパワーメントである。
これらUNDAFの民主的ガバナンスの分野で中核を担うUNDPによる支援は、政府と市民社会、ほかのド
ナーとの協議のうえで作成される国別協力枠組み（CCF）の下で実施された。CCF 2002-2004は、 4 つ
のプログラム・ポートフォリオにまたがる11の戦略的結果を追求した。 4 つのポートフォリオは、①持
続可能な人間開発を可能にする環境の形成、②貧困層へのエンパワーメント、③環境面の持続可能性の確
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保、④平和と開発の基礎の確立である。①のポートフォリオに、健全で透明で応答性の高い政府機関のマ
ネジメントや公的な人材の管理、法の執行や裁判、活動的で組織化され責任ある市民社会及び民間セクター
と政府の関わりといったガバナンス関連の結果が含まれた37。CCF後の国別プログラム2005-2009では、
UNDAFの優先順位に沿って、①貧困層のエンパワーメント、②グッド・ガバナンス、③環境の持続可能性、
④紛争の予防と平和構築の 4 つのプログラムが特定された38。より詳細な内容は、国別プログラム行動計
画（CPAP）で示される39。CPAPは、①HIV/エイズを含むMDGsの達成と貧困の削減、②民主的ガバナン
スの促進、③持続的開発のためのエネルギーと環境の推進、④危機予防と平和構築といった目標を掲げた。
民主的ガバナンス促進のプログラムでは、①裁判と人権、②公共行政、③政治発展の 3 つの戦略的改革分
野に焦点が合わされる。最新の国別プログラム2012-2016は、フィリピン開発計画2011-2016の優先事
項に基づき策定されかつその実現を支援する40。MDGsに焦点を合わせつつ、質の高い社会的サービスへ
の普遍的なアクセス、民主的ガバナンス、紛争予防と平和構築、女性のエンパワーメント、災害及び気候
変動への強靭性に関するUNDAFの「結果」へ貢献するようになっている。
＜関与の実施段階と結果＞　UNDPの開発結果評価（ADR）の報告書が、UNDPによる2002年から08年ま
での活動を評価している41。民主的ガバナンスの促進の分野のうち、正義と人権のクラスターについては、
現実的かつ重要な実績を上げ、貧困層の司法へのアクセスと人間の安全保障を向上させる、より責任ある
規則に基づく制度作りに重要な貢献をしたと結論付けている。公共行政のクラスターについては、特に反
腐敗、地方政府、市民の参加の分野でインパクトを与えたとする。例えば、UNDPによる制度強化への支
援により、オンブズマン事務所は、国連腐敗防止条約に基づく国家反腐敗行動計画を発展させることがで
きた。政治発展のクラスターでは、フィリピンの選挙システムのための中期行動計画を進展させたこと
が大きな結果であった。ただし、UNDPは、その中立性と専門性の利点にもかかわらず、政党の行動及び
その財政を規律する特別な法令が存在しない状態を改善する重要な機会を損なったともADRは批判してい
る。
ADRは、結論として、ガバナンスのプログラムは、特に、司法システムの改革とアクセス性、公共行政
のアクセス性と応答性、有権者教育と投票過程の改善を通じた政治参加の向上という結果の達成に相当程
度成功したとする。しかし、2007年 3 月に、焦点とするガバナンスプログラムの再考が行われ、3つの
プログラム分野のうち、裁判へのアクセスが維持され、公共行政と選挙改革が省かれることとなった。こ
の点について、ADRは、民主的ガバナンスからより狭い人権メカニズムへの争点にアプローチを変えるよ
うな優先順位の選択が、どうして行われたのか不明であると批判している。また、政府のオーナーシップ
は重要ではあるものの、極めて成功していた政府とNGOの協力関係が小さくなったことにも疑問を投げ
かけた。また、ガバナンス・ポートフォリオの実施においては、フィリピンには力強い市民社会組織（CSO）
のセクターが存在し政府とも極めて良好な関係を築いているが、汚職や人権など政治的にデリケートな分
野ではCSOの参加が限られるかもしれないという懸念が存在していることを指摘した。
＜小括＞　国連はフィリピンに対し、開発援助の枠組みで民主化に関する技術支援を実施してきたが、人
権問題よりも、司法分野や反汚職などガバナンス分野の支援に重点が置かれている。その支援は一定の成
果を挙げているとされるが、人権や市民社会の分野への支援の不十分さも指摘されている。
3.2　EUのフィリピンへの関与
＜関与の決定段階＞　EUとフィリピンの関係は、政治、商業、経済の問題を話し合う定期的な高官会合
（SOM）を通じて維持されている。加えて、1980年のEU・ASEAN合意も両者の関係を規律する42。今世
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紀になり、フィリピン政府が作成した中期開発計画1999-2004 や過去の支援のレビューを踏まえ、国別
戦略文書（CSP）2002-2006が作成された43。CSP 2002-2006では、協力の主な分野は、社会の貧困セ
クターへの支援と、国際貿易の流れの中でのフィリピンの統合の促進である。また、ECの協力の本質的
要素は「対話」とされ、セクター別の政策問題とともに政治的問題に関する対話が強化された。その他の
分野に人権やグッド・ガバナンスの推進が挙げられた。しかし、当時のSOMでは、フィリピンはもはや
アジア地域におけるEUの開発援助の優先的な国とはみなされえないという認識が既にあった。
2007年にはCSP 2007-2013が策定された44。このCSP では、フィリピンの政治情勢の分析が行われた。
そこでは、04年大統領選挙の不正への激しい抗議にみられる、選挙で選ばれた政府への信頼低下や、06
年 2 月24日の軍部の一部によるクーデター未遂のような民主的に選ばれた政府の不安定さ、社会経済的
不平等や政治的「王朝」の存在、政党におけるテーマ別プログラムの実施の欠如、司法の不十分さといっ
た構造的な問題、政府とモロイスラム解放戦線（MILF）の話し合いと衝突などが指摘された。同時に、フィ
リピンは長い民主主義の伝統と、活発な市民社会、自由なメディアが存在することが評価された。04年
7 月、アロヨ大統領は、国家の開発へ向けた「10の課題」を発表し、続いて、中期フィリピン開発計画
（MTPDP）2004-2010を公表した。しかし、意思決定の遅さや政治的意思の欠如、政治的内部闘争、専
門的な市民サービスの欠如のために実施が遅れてきた。総じて、グッド・ガバナンスの欠如、特に賄賂と
腐敗が持続的な成長を脅かし、貧困と低開発の悪循環を生んでいるとされた。
CSP 2007-2013でも、ECの協力の全体的な目標は、MDGの達成というECとフィリピンの共有されたコ
ミットメントに基づいて、フィリピンに持続的な開発を支援することとされた。協力の主たる分野は、政
府による基本的な社会サービスの提供を支援することであり、特に質の高い保健サービスへの平等なアク
セスの改善に焦点を合わせている。このECの方針は、ほかのドナーとの支援分野の比較優位に注目して
導かれたものとされる。また、保健の基本サービスへのアクセスと、教育における基本サービスへのアク
セスの 2 つのサブセクターが設定された。そして、焦点でないセクターの中に、国際貿易と開発や治安問
題とテロリズムに対する戦いとともに、ガバナンスへの支援が含まれた。
＜関与の実施段階と結果＞　2011年 7 月には、欧州委員会より、EUによるフィリピンへの支援の総合的
な評価が公表された45。同レビューでは、「EUの支援はどの程度より良いガバナンスを推進し、強化したか」
という評価質問（EQ）に沿って検証がなされている。結果、CSPなど戦略文書やプロジェクトの設計は、
適切なガバナンスの課題を特定し分析しているものの、フィリピンの政治における広範なパトロネージの
ネットワークや恩顧主義についての考慮が全般的に不十分とした。また、実施の過程では、EUによるセ
クター別の協力プログラムは主なガバナンスの問題を考慮に入れてきたが、他方で、ガバナンスを観察す
る適切な指標の欠如や調整の不足が存在していたとする。さらに、直接ガバナンスを向上することを目標
とした介入の結果は、相当程度、フィリピン政府のカウンターパートのコミットメントに左右され、例えば、
国家経済開発庁（NEDA）自体のグッド・ガバナンスへの支援は断片化している。他にもEUのプログラム
は、市民社会組織を参加させることでその能力の向上に貢献してきたとする。また、EUの貢献を数量化
することは不可能であるものの、国家による反腐敗の努力は、部分的にはEUの介入によって勢いを得た
と評価する。総合として、EUのガバナンス支援では、貧困層の裁判へのアクセス、腐敗との戦い、人権、
国境管理、マネー洗浄との戦いといった多くの分野で、透明性やアカウンタビリティ、腐敗に焦点が合わ
せられてきたとする。また、ガバナンスの問題はすべてのセクター別プログラムで扱われ、EUの関与は、
重要な結果・成果と実効性を獲得したといっても差し支えないという。ただし、フィリピンでの反汚職の
努力が広く拡散し調整されていない点を、ガバナンス関連のプロジェクトで結果を得るための主な課題と
和洋女子大学紀要　第53集126
して挙げている。
＜小括＞　問題を抱えつつもフィリピンは既に民主的であるとして、EUは社会サービス提供での政府の能
力強化に支援の重点を置いてきた。限られた民主化支援では反汚職などガバナンス分野が重視され、一定
の成果を挙げているものの、EUのフィリピン政治の理解不足や政府の実施能力不足が障害となっている。
3.3　アメリカのフィリピンへの関与
＜関与の決定段階＞　2005年に、USAIDフィリピン事務所は、アメリカ国別チームと公共・民間セクター
の専門家、他のドナー、フィリピン政府、市民社会組織との協議を経て、フィリピン政府の開発の優先事
項と調和するように、フィリピンへのUSAIDの援助戦略（FY 2005-2009）を作成した46。戦略を示した
報告書では、まず、開発への深刻な問題として、長引く紛争、腐敗、相対的に弱体な投資環境、不適切な
歳入創出、急速な人口増加、構造的な貧困、悪化する教育システム、環境の悪化、ガバナンスの制度の弱
さが挙げられた。今回のUSAIDの戦略目的は、治安の向上と、ガバナンスや能力、経済機会の改善を通じて、
持続可能で平等な成長を加速させることであるとする。そのための戦略目標（SO）として、政府機関の
パフォーマンスの改善を支援すること（SO2）、サービス提供の改善と分権化の支援、民間セクターの関
与の増大、家族計画の社会的受容、政策改革を通じたフィリピン国民の健康と厚生の推進（SO3）、生命
を維持する天然資源、より良い都市環境の管理、より信頼できるクリーンなエネルギー（SO4）といった
以前の支援からある目標が引き継がれた。さらに今回、ミンダナオの紛争の影響を受けている地帯で質の
高い教育へのアクセスを高め、より広い教育セクターの政策改革を支援すること（SO11）、ミンダナオ及
び暴力に脆弱なその他地域での紛争の低減を助けることで安全保障を高めること（SO12）が加えられた。
改善されたガバナンスは、各セクターの戦略目標を実現するのに必要とされる。各戦略目標では複数の中
間成果（IR）が設定された。上述のSO2には、司法の効率性の改善、政府の政策と行政の改善、貿易と投
資プログラムにおけるイノベーションの推進の 3 つのIRが設けられた。
2009年には、アメリカ政府のフィリピンへの国別支援戦略（CAS）2009-2013が作成された47。支援
の背景として、人口の約 4 割に及ぶ貧困層の存在や依然深刻な腐敗、2008年度のフリーダムハウスの自
由度指標で「部分的に自由」であること、ミンダナオ島での紛争などが指摘された。そのうえで、アメリ
カの対外援助の全般的な戦略ビジョンは、人民の必要、特に貧困者の必要を満たしうる、より豊かで、よ
く統治され、安定した民主主義国家を築くことである。そのための鍵となる分野横断的なテーマは、ガバ
ナンスと法の支配、ミンダナオにおける紛争の低減、不利及び脆弱な人々、自然災害への備えと緩和、公
民パートナーシップであるとした。優先的な支援目標は、①改善された競争を通じた成長の加速化、②ガ
バナンス、法の支配、汚職との戦いの強化、③貧困削減のための人々への投資、④平和的で安全なフィリ
ピンである。このうち民主主義と特に関わる目標②について、その状況分析では、フィリピンは広い参加
型の民主主義の長い伝統を持つものの、ローカルなレベルでの貧弱なガバナンスや弱い法の支配、汚職が、
基本的なサービスを提供し、経済成長のための投資を引き付けるフィリピン政府の能力を妨げ、長い間問
題となっているとされた。また、フィリピン政府は国家及びローカルなガバナンスを改善する意欲を示す
ものの、その改革を実施する際に困難に直面しやすい。それらを踏まえて、司法改革、公共財政管理の改革、
汚職と闘うための制度とプログラムの改善の 3 つが支援の焦点分野とされた。支援の結果に関して、マク
ロレベルでは、法の支配と民主的プロセスの尊重、歳出の効果的な統制、予算の規律、サービスの持続的
提供がこの分野での進展を測定するベンチマークとされる。ミクロレベルでは、司法改革、反汚職のため
の手段、予算の透明性に沿って進展が測定される。
民主主義の定着と民主化支援　―ルワンダとフィリピンの事例の比較検討から―（杉浦） 127
国務省による近年の「人権の実践についての国別報告書」では、2010年の大統領選挙など主要な選挙
は全般的に自由で公正であるものの、暴力や票の買収の訴えが起きていることが指摘されている。市民的
自由や政治的権利はおおむね保障され、政府による制約が少ないことが肯定的に評価されている。また、
多くの人権団体が政府による制約がなく活動できているという。しかしながら、ジャーナリストなどへの
政治的動機による殺害や、不当な免罪、失踪、不当逮捕、ミンダナオ島での紛争に関わる殺害が広く存在
しているともされる48。そのような状況を踏まえた国務省の「自由と民主主義の推進に関する年次報告書」
は、民主的な価値と民主的制度の強化がアメリカの最優先事項であるとする。そして、民主主義及び人権
の推進のために、アメリカは、自由で公正な選挙の実施、法の支配と人権の尊重に対する政府や市民社会
の忠誠の向上、腐敗と闘いグッド・ガバナンスを強化することを支援するとした49。
＜関与の実施段階と結果＞　上の支援の結果として、2007年の国政選挙などで選挙監視や選挙教育を行
うNGOへの支援や、ジャーナリストの能力を高めるための支援が実施されてきた。また、政治的な動機
による殺害や強制された失踪などの人権問題について、徹底して捜査がなされなければならない旨のメッ
セージをアメリカ政府はことあるごとに伝えてきたという50。また、国務省とUSAIDの2009会計年度の
対外援助のパフォーマンスについての報告書では、「正当で民主的な統治」のプログラム目標のもとでの、
小規模法廷（small claim court）の設立への支援など法の支配に焦点を合わせた支援や、腐敗と闘う政府
の実効性の改善への支援、2010年の大統領選挙へ向けた選挙行政の強化への支援が列挙された51。
＜小括＞　アメリカ政府は、フィリピンの民主主義について一定の評価をしつつ、治安や貧困、ガバナン
ス、環境に支援の焦点を合わせてきた。民主化支援では、反汚職や政府の能力強化への技術支援に重点が
置かれ、人権に関する外交対話も行われている。民主化支援の結果についてはプロジェクトの列挙にとど
まる。
４　比較と示唆
最初に述べたように本稿の目的は、①対象国の民主化の段階が異なる中で、各支援アクターはどのよう
な判断・理由で支援内容を決めたのか、②支援アクターおよび支援内容の違いは対象国の民主化にどのよ
うな効果の相違をもたらしたかについて示唆を得ることである。
①について、第1に、各アクターの関与の戦略は、総じて対象国の民主主義・民主化の状態を反映した
ものであった。制度的には民主主義体制へ移行したものの、その内実に問題があるフィリピンに対しては、
いずれのアクターも、政府の能力構築や反腐敗対策、貧困撲滅といったより構造的な要因への対処を課題
とした。アクターによって実施可能な民主化支援のアプローチや内容が異なっても、対象が同じ国の場合、
支援の内容が似通う傾向がみられる。その理由として、支援の決定過程において対象国の政治情勢の分析
が行われ同種の問題が明らかになり、それに対応して戦略が策定されることが挙げられる。しかしそれ以
上に、現在、開発援助の分野ではオーナーシップが尊重され、支援戦略は対象国自身の戦略との整合性と
が重視されるため、それに合わせた戦略とならざるを得ないことが指摘できる。さらに、政府自身が政治
改革に（表向きは）前向きである民主化の定着段階では、支援アクターの裁量は限られてくる。
第 2 に、どのアクターも、表向きの価値表明や方針に比べて、民主主義・民主化への効果を十分勘案し
て支援戦略を策定しているとは言い難いように思われる。例えば、アメリカ政府は、「人権の実践につい
ての国別報告書」でルワンダの言論の自由への制約など民主主義の問題を厳しく指摘しながら、実際の関
与の内容はそれらの問題とのつながりが希薄にみえる。ルワンダへのいずれのアクターの支援戦略でもガ
バナンス分野が含まれているが、その内容はルワンダ政府の意向を反映して、政治的分野については控え
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めになっている。この状態の背景には、支援の具体的な目標に現れているように、自らと当該国との関係
への影響や、国内外の安全保障など民主主義・民主化以外の目標や価値への支援アクターの配慮がある。
②について、まずルワンダについては、アメリカ、EU、国連のいずれもルワンダ政府との合意に基づ
く技術・資金援助が中心である。ただし、EUはルワンダとの政治対話を制度的に実施し、アメリカも外
交的な働きかけを行ってきた。その効果について、選挙過程や反腐敗など分野ごとにみた場合、どのアク
ターの支援も一定の効果が生じていると自己評価されている。EUの政治対話も、死刑廃止など具体的成
果を挙げた。しかし、いずれのアクターの支援も、フリーダムハウスのスコアなど国全体の民主主義の指
標で目に見える改善を生むまでには至っていない。フィリピンについては、いずれのアクターの支援も技
術援助が中心である。アメリカは外交的な働きかけも行ってきた。技術支援は、個別の分野で各プロジェ
クトが一定の成果を上げているとアクター自身は評価している。他方、アメリカの外交的働きの成果は明
確ではない。総じて、各アクター自身も認めるように、パトロネージや貧富の格差といった社会・経済的
な構造的な要因が根強く、構造的な問題の改善にどの程度貢献できたかはいまだ明らかではない。
以上、限られた支援アクターと対象国について、やや大雑把に民主化支援の決定から実施、効果までを
検証し比較検討したが、どうしても曖昧さが残らざるを得ない。それ自体が民主化支援の特徴でもあるが、
さらに多くのアクターと対象国の事例について、検証と比較を進めていくことが必要である。
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